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平成 31 年３月 13 日 

各 位  

会 社 名 日本ガス株式会社 

（登記上の商号 日本瓦斯株式会社） 

代 表 者 名 代表取締役社長 和 田 眞 治 

コード番号 8174（東証第一部） 

問 合 せ 先 取締役 経財部（グループ財務）・ 

 コーポレートコミュニケーション部 管掌 

 清 田 慎 一 （TEL．03－5308－2116） 

 

 

完全子会社との吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 31 年 5 月 1 日を合併効力発生日として、当社の完全子会社

である株式会社ニチガス物流計算センター（以下、「計算センター」という。）を吸収合併（以下、「本合併」とい

う。）することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

 

１． 吸収合併の目的 

当社は ICT の活用こそが事業発展の鍵と考えており、グループの ICT の強化・発展を目途として、同社

の事業を親会社である当社に集約いたしました。これに伴い本合併を行うこととしました。 

    

 

２．合併の要旨 

  （１）合併の日程 

合 併 決 議 取 締 役 会  平成 31 年 3 月 13 日 

合 併 契 約 締 結 日  平成 31 年 3 月 13 日 

合 併 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ）  平成 31 年 5 月１日（予定） 

          ※本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に基づく簡易合併であり、 

            計算センターにおいては会社法第 784 条第 1 項に基づく略式合併であるため、 

            いずれにおいても合併契約承認のための株主総会は開催いたしません。 

 

 

（２）合併方式 

      当社を存続会社とし、計算センターを消滅会社とする吸収合併方式です。 

 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   当社は計算センターの全株式を保有しているため、本合併に際して一切の対価の交付はありませ

ん。 

 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

      該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

 (平成 30 年３月 31 日現在) 

(１) 商号 日本瓦斯株式会社（存続会社） 株式会社ニチガス物流計算センタ

ー（消滅会社） 

(２) 事業内容 LP ガス事業、都市ガス事業、電力

小売事業等 

コンピューターによる計算処理及

び商品管理業務等 

(３) 設立年月日 昭和 30 年７月 29 日 昭和 52 年 1 月 10 日 

(４) 本店所在地 東京都渋谷区代々木四丁目 31 番

地 8 号 

東京都渋谷区代々木四丁目 31 番

地 8 号 

(５) 代表者 代表取締役社長 和田 眞治 代表取締役社長 向井 正弘 

(６) 資本金 7,070 百万円 10 百万円 

(７) 発行済株式数 48,561,525 株 20,000 株 

(８) 決算期 ３月 31 日 7 月 31 日 

(９) 大株主及び持株比率 ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ＆ＣＯ．ＲＥＧ 

5.5％ 

日本瓦斯株式会社 100％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

             4.4％ 

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮ 

AＬ                      3.9％ 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

                        3.4％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

                         3.4％ 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績  

決算期  平成 30 年３月期（連結）  平成 30 年 7 月期（単体） 

純資産 72,076 百万円 65 百万円

総資産 137,953 百万円 82 百万円

１株当たり純資産 1,687.70 円 3,260.52 円

売上高 114,725 百万円 －百万円

営業利益又は営業損失（△） 10,689 百万円 △8 百万円

経常利益又は経常損失（△） 11,093 百万円 △8 百万円

親会社株主に帰属する当期

純利益又は当期純損失（△） 
7,798 百万円 △8 百万円

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 
182.62 円 △440.57 円

 

 

４．合併後の状況 

    本合併後、当社の商号、所在地、代表の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありませ 

ん。 

 

 

５．今後の見通し 

    本合併が当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 

   


